
規 則

�愛媛県規則第３３号
愛媛県屋外広告物条例施行規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県屋外広告物条例施行規則等の一部を改正する規則

（愛媛県屋外広告物条例施行規則の一部改正）

第１条 愛媛県屋外広告物条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第９３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県浄化槽工事業者登録簿閲覧規則の一部改正）

第２条 愛媛県浄化槽工事業者登録簿閲覧規則（昭和６０年愛媛県規則第４９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 愛媛県屋外広告物条例施行規則等の一部を改正する規則…………………………………………………………………………………………（土木管理課）…６４１

告 示

○ 指定自立支援医療機関の指定（２件）………………………………………………………………………………………………………………（健康増進課）…６４２

○ 大規模小売店舗の新設の届出の概要等………………………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…６４３

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等（６件）……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６４３

○ 農用地利用配分計画の認可申請（２件）………………………………………………………………………………（農産園芸課担い手・農地保全対策室）…６４７

○ 保安林予定森林…………………………………………………………………………………………………………………………………………（森林整備課）…６４７

○ 保安林の指定施業要件を変更する件に係る掲示（２件）…………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６４７

○ 公有水面埋立工事のしゅん功認可（２件）…………………………………………………………………………………………………………（港湾海岸課）…６４８

○ 指定道路の指定…………………………………………………………………………………………………………………（東予地方局四国中央土木事務所）…６５０

○ 道路の区域変更（県道岩城弓削線）………………………………………………………………………………………………（東予地方局今治土木事務所）…６５０

○ 土地改良区役員の就退任の届出……………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…６５０

○ 開発行為に関する工事の完了（２件）…………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…６５１

○ 土地改良区役員の就退任の届出（２件）………………………………………………………………………………………………（南予地方局農村整備課）…６５１

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）…６５２

公 告

○ 職業訓練指導員試験の実施……………………………………………………………………………………………………………………………（労政雇用課）…６５２

○ 海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画………………………………………………………………………………………………………（水産課）…６５３

選挙管理委員会告示

○ 直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数……………………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）…６５４

改 正 後 改 正 前

別表第３（第１９条、第２８条関係） 別表第３（第１９条、第２８条関係）

１～８ 省略 １～８ 省略

９ 西予市宇和町卯之町五丁目１７５番地３

愛媛県南予地方局西予土木事務所内

９ 西予市宇和町卯之町四丁目４４５番地

愛媛県南予地方局西予土木事務所内

１０・１１ 省略 １０・１１ 省略

毎週（火・金）曜日発行 第２６８２号 平成２７年６月１９日

平成２７年６月１９日金曜日 第２６８２号

愛 媛 県 報

６４１
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（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行細則の一部改正）

第３条 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行細則（平成１４年愛媛県規則第４６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２７年６月２２日から施行する。

�愛媛県告示第８０５号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第８０６号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

名 称 場 所 名 称 場 所

愛媛県浄化槽工

事業者登録簿閲

覧所

省略 愛媛県浄化槽工

事業者登録簿閲

覧所

省略

西予市宇和町卯之町五丁目１７５番地３

南予地方局西予土木事務所内

西予市宇和町卯之町四丁目４４５番地

南予地方局西予土木事務所内

省略 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第４条関係） 別表（第４条関係）

１～７ 省略 １～７ 省略

８ 西予市宇和町卯之町五丁目１７５番地３

愛媛県南予地方局西予土木事務所内

８ 西予市宇和町卯之町四丁目４４５番地

愛媛県南予地方局西予土木事務所内

９・１０ 省略 ９・１０ 省略

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

はらだ脳神経外科 松山市桑原四丁目８番３１号 医療法人はらだ脳神経外科 精神通院医療 平成２７年
５月１日

ハッピー薬局末広店 松山市末広町６番地５ハッピーハート
ビルディング２階 株式会社ハッピーファーマシー 精神通院医療（薬

局）
平成２７年
６月１日

旭調剤薬局東雲店 松山市東雲町３番地２イーストクラウ
ド１階 有限会社旭調剤薬局 精神通院医療（薬

局）
平成２７年
６月１日

あおば薬局 今治市立花町３丁目７番３０号 有限会社ヒアサ薬局 精神通院医療（薬
局）

平成２７年
６月１日

庄野薬局神拝店 西条市神拝甲２１４番地１ 株式会社オネスト 精神通院医療（薬
局）

平成２７年
５月２５日

愛 媛 県 報平成２７年６月１９日 第２６８２号

６４２
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�愛媛県告示第８０７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室

並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）イオンモール今治新都市

今治市にぎわい広場１番１ 外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

イオンモール株式会社

千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１

代表取締役 吉田 昭夫

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イオンリテール株式会社

千葉市美浜区中瀬一丁目５番地１

代表取締役 岡崎 双一

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２８年３月１日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

３９，７００平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

２，２８１台

イ 駐輪場の収容台数

２２６台

ウ 荷さばき施設の面積

１７２平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１２７立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前７時 閉店時刻 午後１１時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前６時３０分から午後１１時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

８箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

２４時間

２ 届出年月日

平成２７年６月５日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部

今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月

間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第８０８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

スーパードラッグコスモ
ス篠場町店

新居浜市篠場町４８８
番２ 外１筆 大規模小売店舗を設置する者

ダイワロイヤル株式
会社
代表取締役
越智 壯
東京都台東区上野七
丁目１４番４号

三井住友トラスト・
パナソニックファイ
ナンス株式会社
代表取締役
田中 敬士
東京都港区芝浦一丁
目２番３号

平成２１年
３月４日

平成２７年
６月３日

指定訪問看護事業者等 訪問看護ステーション 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

名 称 主たる事務所の所在地 名 称 所 在 地

株式会社絆プラス 松山市来住町５３番地６ 絆プラス訪問看護ステーショ
ン 松山市谷町６３番地１ 精神通院医療 平成２７年

６月１日

愛 媛 県 報平成２７年６月１９日 第２６８２号

６４３
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２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第８０９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

スーパードラッグコスモ
ス古川店

西条市古川字江内甲
１２６番１ 外 大規模小売店舗を設置する者

ダイワロイヤル株式
会社
代表取締役
越智 壯
東京都台東区上野七
丁目１４番４号

芙蓉総合リース株式
会社
代表取締役
佐藤 隆
東京都千代田区三崎
町三丁目３番２３号

平成１９年
８月９日

平成２７年
６月３日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第８１０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

今治くすのきガーデン 今治市旭町三丁目２
番４ 外 大規模小売店舗を設置する者

ダイワロイヤル株式
会社
代表取締役
越智 壯
東京都台東区上野七
丁目１４番４号

芙蓉総合リース株式
会社
代表取締役
佐藤 隆
東京都千代田区三崎
町三丁目３番２３号

平成１６年
６月１５日

平成２７年
６月３日

愛 媛 県 報平成２７年６月１９日 第２６８２号

６４４
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大規模小売店舗において小売
業を行う者の住所及び代表者
の氏名

株式会社ファースト
リテイリング
代表取締役
玉塚 元一
山口県山口市大字佐
山７１７番地１

株式会社ファースト
リテイリング
代表取締役
柳井 正
山口県山口市佐山７１
７番地１

平成１７年
９月１日
ほか

くすりのレデイ馬越店・
ブックマーケット今治中
央店

今治市馬越町四丁目
甲３８番１ 外 大規模小売店舗の名称

メディコ２１今治中央
店・ブックマーケッ
ト今治中央店

くすりのレデイ馬越
店・ブックマーケッ
ト今治中央店

平成２６年
１２月７日

大規模小売店舗を設置する者

ダイワロイヤル株式
会社
代表取締役
原田 健
東京都台東区上野七
丁目１４番４号

ダイワロイヤル株式
会社
代表取締役
原田 健
東京都千代田区飯田
橋２丁目１８番２号
東京センチュリーリ
ース株式会社
代表取締役
浅田 俊一
東京都千代田区神田
練塀町３番地

平成２２年
１２月７日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第８１１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

スーパードラッグコスモ
ス北条店

松山市北条辻１１３０番
外 大規模小売店舗を設置する者

ダイワロイヤル株式
会社
代表取締役
越智 壯
東京都台東区上野七
丁目１４番４号

三井住友トラスト・
パナソニックファイ
ナンス株式会社
代表取締役
田中 敬士
東京都港区芝浦一丁
目２番３号

平成１９年
１０月１６日

平成２７年
６月３日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２７年６月１９日 第２６８２号

６４５
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�愛媛県告示第８１２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜支局商工観光室並びに西予市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

スーパードラッグコスモ
ス宇和店

西予市宇和町上松葉
１７９番１ 外 大規模小売店舗を設置する者

ダイワロイヤル株式
会社
代表取締役
越智 壯
東京都台東区上野七
丁目１４番４号

ＪＡ三井リース株式
会社
代表取締役
安田 義則
東京都品川区東五反
田二丁目１０番２号

平成２０年
８月２６日

平成２７年
６月３日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部八幡浜

支局商工観光室並びに西予市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第８１３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町５丁目１
番地１

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

株式会社伊予鉄�島
屋
代表取締役社長
奥村 正綱

株式会社伊予鉄�島
屋
代表取締役社長
林 巧

平成２７年
５月２１日

平成２７年
６月５日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２７年６月１９日 第２６８２号

６４６



�愛媛県告示第８１４号
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第１８条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構公益財団法人えひ

め農林漁業振興機構から農用地利用配分計画の認可申請があった。

当該農用地利用配分計画は、愛媛県農林水産部農業振興局農産園

芸課担い手・農地保全対策室において告示の日から２週間公衆の縦

覧に供する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

農事組合法人
たいよう農園

愛媛県大洲市野佐来
１６２番地２０

愛媛県北宇和郡松野
町大字上家地５７番１
ほか２３筆

３２，３６８

２ 申請年月日

平成２７年５月２６日

�������
�愛媛県告示第８１５号
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第１８条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構公益財団法人えひ

め農林漁業振興機構から農用地利用配分計画の認可申請があった。

当該農用地利用配分計画は、愛媛県農林水産部農業振興局農産園

芸課担い手・農地保全対策室において告示の日から２週間公衆の縦

覧に供する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

宮 田 勇 治 愛媛県伊予市下吾川
６２１番地１

愛媛県伊予市上吾川
字六反甲１８３８番２ほ
か５筆

１１，１４５

２ 申請年月日

平成２７年６月９日

�������
�愛媛県告示第８１６号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

今治市波方町養老字向乙８１の１４（次の示す部分に限る。）、乙

８１の１

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び今治市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第８１７号
保安林の指定施業要件を変更する件（平成２６年１２月農林水産省告

示第２１５０号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を大洲市役所及び内子町役場の掲示場に掲示するとともに、次

のとおりその要旨を告示する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び不分明又は所

在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁並びに大

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

大洲市肱川町山鳥坂５２１５、
５２１８

松山市越智町１１７番地７

前 野 里 美
森林所有者

大洲市肱川町山鳥坂５６３２
香川県善通寺市南町二丁目１
番１号
宮 本 敏 秀

〃

喜多郡内子町立石２１２７、
２１３８、２１５３

上浮穴郡小田町大字立石甲３１
０番地
山 岡 久 賀

〃

喜多郡内子町立石２１２９、
２１４０

上浮穴郡小田町大字立石９２６
番地
上 木 幸 衞

〃

喜多郡内子町立石２１５７
上浮穴郡小田町大字立石３１０
番地
山 岡 久 賀

〃

大洲市肱川町名荷谷１６７１
喜多郡肱川町大字名荷谷甲１３
２８番地
大 野 隆 盛

〃

大洲市肱川町大谷８０５、
９３５、１４１５

喜多郡大谷村１１２５番地

小 中 元 良
〃

大洲市肱川町大谷９３２、
１４４２

大洲市肱川町山鳥坂２２４番地

三 浦 秀 典
〃

大洲市肱川町大谷９３３
喜多郡肱川村大字大谷５０５番
地
矢 野 堤

〃

大洲市肱川町大谷１４１６
喜多郡肱川町大字大谷９６３番
地
矢 野 堤

〃

大洲市肱川町大谷９２６
喜多郡肱川町大字大谷２５９０番
地２
上 田 芳 長

〃

喜多郡内子町立石２８０９
上浮穴郡小田町大字立石３４番
戸
山 岡 福太郎

〃

喜多郡内子町立石２８６２
上浮穴郡小田町大字立石１９番
戸
大 田 惣四郎

〃

喜多郡内子町中川２２９４の
１

上浮穴郡小田町大字中川２１８６
番地
後 藤 オクヱ

〃

愛 媛 県 報平成２７年６月１９日 第２６８２号

６４７



洲市役所及び内子町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第８１８号
保安林の指定施業要件を変更する件（平成２６年１２月農林水産省告

示第２１５１号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を内子町役場の掲示場に掲示するとともに、次のとおりその要

旨を告示する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び不分明又は所

在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び内子

町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第８１９号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、宇和島市役所において

告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成２７年６月１９日

宇和島港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 中村 時広

松山市岩崎町一丁目７番地７号

２ 埋立区域

� 位置

２工区

宇和島市大浦字長浦甲２５７３番１３から同市大浦字アジモ甲１６０

番１０、同市大浦字新田甲２０８番３４を経て甲２０８番４４に至る間の地

先公有水面

� 区域

次の各地点のうち、�の地点から�の地点までを順次に結ん
だ線、�の地点と�の地点とを結ぶ平成１２年秋分の満潮位（Ｄ
．Ｌ．＋２．１８メートル）における公有水面と陸地との境界線、

�の地点から�の地点までを順次に結んだ線及び�の地点と�
の地点とを結んだ線により囲まれた区域

基点（宇和島市住吉町字住吉山乙７００番８、国土地理院「住

吉」四等三角点）は、北緯３３度１３分３１．８０４秒、東経１３２度３３分

２７．８７４秒

�の地点は、基点から真北３３６度４４分３８秒９３４．３９メートルの
地点

⑭の地点は、�の地点から真北７２度３５分３３秒１１．９８メートル
の地点

⑮の地点は、�の地点から真北７２度３９分１１秒２０．００メートル
の地点

⑯の地点は、�の地点から真北７２度３８分４９秒７．２９メートルの
地点

⑰の地点は、�の地点から真北７２度２３分３４秒１２．７６メートル
の地点

⑱の地点は、�の地点から真北７１度４３分２３秒１２．０８メートル
の地点

⑲の地点は、	の地点から真北１６１度０６分３５秒３２．３２メートル
の地点

⑳の地点は、
の地点から真北７１度０６分３５秒６８．００メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北３４１度０６分３５秒３３．００メートル
の地点


の地点は、�の地点から真北７０度５６分４６秒０．０７メートルの
地点

�の地点は、
の地点から真北７２度４１分００秒２．９３メートルの
地点

�の地点は、�の地点から真北７９度３２分１７秒１６．１７メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北８９度０３分５７秒１１．１０メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北９８度０６分０３秒６．６４メートルの
地点

�の地点は、�の地点から真北１０２度２５分５７秒２．５８メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１０７度３３分１８秒１４．５１メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１１８度５６分４２秒５．８９メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１２７度２３分４８秒１１．５３メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１３６度５６分４５秒１８．７４メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１４１度５５分０８秒１０．７８メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１４２度１６分２９秒６．０４メートル
の地点

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

喜多郡内子町石畳５２１３
喜多郡内子町大字袋口甲２３２６
番地
大 森 綱 雄

森林所有者

喜多郡内子町上川１９２４、
１９２５

上浮穴郡小田町大字上川１００
番地
大 田 和 正

〃

喜多郡内子町上川１９３６
松山市岩崎町一丁目７番１４号

竹 内 優 司
〃

喜多郡内子町上川３１７０の
１、３１７０の２

上浮穴郡久万町大字上野尻甲
８９３番地
増 田 直 貴

〃
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�の地点は、�の地点から真北１３８度５３分５５秒２．９３メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１４３度０１分２６秒１８．９１メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１５２度３６分３１秒１１．４４メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１５８度２６分４０秒４．０３メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１６７度４１分１０秒２．７２メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１７３度４１分０５秒８．６５メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１８２度１４分４１秒９．６０メートル
の地点

	の地点は、�の地点から真北１９２度０２分１７秒１９．０６メートル
の地点


の地点は、	の地点から真北１９７度３７分３５秒１１．０８メートル
の地点

�の地点は、
の地点から真北１９８度０８分２４秒８．７９メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１９８度４０分３２秒２０．１７メートル
の地点


の地点は、�の地点から真北１９３度５７分０１秒２０．５１メートル
の地点

�の地点は、
の地点から真北１８８度１６分１５秒１５．６１メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１８２度３８分４１秒５．１７メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１８３度０３分４０秒４．３４メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１７８度３５分５６秒１８．４５メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北２７２度５９分５９秒８１．８４メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北９２度５９分５９秒１２０．００メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北２７２度５９分５９秒１２２．００メート
ルの地点

�の地点は、�の地点から真北３３０度２４分１９秒４０．８２メートル
の地点

� 面積

２３，９２１．２８平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１３年２月２３日 愛媛県指令１２港第５２５号

４ しゅん功認可年月日

平成２７年６月１９日

�������
�愛媛県告示第８２０号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という。）第

２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する工事のしゅん

功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、宇和島市役所において

告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧することができる。

平成２７年６月１９日

宇和島港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 中村時広

松山市岩崎一丁目７番７号

２ 埋立区域

� 位置

２工区

愛媛県宇和島市大浦字長浦甲２５７３番１３から同市大浦字アジモ

甲１６０番１０、同市大浦字新田甲２０８番３４を経て甲２０８番５０に至る

間の地先公有水面

� 区域

次の各地点を順次に結んだ線及び�の地点と�の地点を結ぶ
平成１２年秋分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋２．１８メートル）における公

有水面と陸地との境界線により囲まれた区域

基点（宇和島市住吉町字住吉山乙７００番８、国土地理院「住

吉」四等三角点）は、北緯３３度１３分３１．８０４秒、東経１３２度３３分

２７．８７４秒

�の地点は、基点から真北３４７度４２分３９秒７０５．６２メートルの
地点


の地点は、�の地点から真北２７２度５９分５９秒５．６３メートル
の地点

�の地点は、
の地点から真北３５８度３５分５５秒１８．４５メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北３度０３分４０秒４．３４メートルの
地点

�の地点は、�の地点から真北２度３８分４１秒５．１７メートルの
地点

�の地点は、�の地点から真北８度１６分１５秒１５．６１メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１３度５７分０１秒２０．５１メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１８度４０分３２秒２０．１７メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１８度０８分２４秒８．７９メートルの
地点

�の地点は、�の地点から真北１６度３７分３５秒１１．０８メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北１２度０２分１７秒１９．０６メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北２度１４分４１秒９．６０メートルの
地点

 の地点は、�の地点から真北３５３度４１分０５秒８．６５メートル
の地点

!の地点は、 の地点から真北３４７度４１分１０秒２．７２メートル
の地点

"の地点は、!の地点から真北３３８度２６分４０秒４．０３メートル
の地点

#の地点は、"の地点から真北３３２度３６分３１秒１１．４４メートル

愛 媛 県 報平成２７年６月１９日 第２６８２号

６４９



��������������

の地点

�の地点は、�の地点から真北３２３度０１分２６秒１８．９１メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北３１８度５３分５５秒２．９３メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北３２２度１６分２９秒６．０４メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北３２１度５５分０８秒１０．７８メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北３１６度５６分４５秒１８．７４メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北３０７度２３分４８秒１１．５３メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北２９８度５６分４２秒５．８９メートル
の地点

	の地点は、�の地点から真北２８７度３３分１８秒１４．５１メートル
の地点


の地点は、	の地点から真北２８２度２５分５７秒２．５８メートル
の地点

�の地点は、
の地点から真北２７８度０６分０３秒６．６４メートル
の地点

�の地点は、�の地点から真北２６９度０３分５７秒１１．１０メートル
の地点


の地点は、�の地点から真北２５９度３２分１７秒１６．１７メートル

の地点

�の地点は、
の地点から真北３４１度０６分３５秒１０．２８メートル
の地点

� 面積

５，０１７．７２平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１３年２月２３日 愛媛県指令１２港第５２６号

４ しゅん功認可年月日

平成２７年６月１９日

�������
�愛媛県告示第８２１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２７年６月１９日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２７年６月１０日

３ 指定道路の位置

四国中央市川之江町字八将神西２１４７番６の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ２５．２６メートル

� 幅員 ４．００メートル

�������
�愛媛県告示第８２３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市堀江町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２７年６月１９日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

就 任
退 任

�愛媛県告示第８２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 岩城弓削線
越智郡上島町岩城６３番２から

同町生名７３番まで
新 １０．７～９０．０ ２．９６７

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 下 長 生 松山市堀江町甲１７９９番地

〃 高須賀 一 喜 松山市堀江町甲１６７５番地

〃 太 田 和 博 松山市堀江町甲１６１５番地３

〃 田 村 健 司 松山市堀江町甲１３７５番地７

〃 太 田 訓 史 松山市堀江町甲１５５４番地７

〃 安 井 和 久 松山市堀江町甲８４３番地１９

〃 新 出 務 松山市堀江町甲２０７２番地１

〃 高 橋 和 志 松山市堀江町甲１７６７番地７

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 下 長 生 松山市堀江町甲１７９９番地

〃 高須賀 一 喜 松山市堀江町甲１６７５番地

〃 西 村 光 弘 松山市堀江町甲１４７８番地

〃 三 好 榮 介 松山市堀江町甲１５２７番地４

〃 太 田 衛 松山市堀江町甲１５５４番地７

〃 鈴 木 理 憲 松山市堀江町甲８５３番地

〃 新 出 務 松山市堀江町甲２０７２番地１

〃 高 橋 良 充 松山市堀江町甲１６９９番地３

〃 芳 本 幸 安 松山市堀江町甲１７８６番地１

〃 芳 本 幸 安 松山市堀江町甲１７８６番地１

〃 芳 野 豊 志 松山市堀江町甲２０３６番地

監 事 高 木 一 男 松山市堀江町甲１４５０番地

〃 松 下 哲 士 松山市堀江町甲１８３３番地

〃 杉 田 信 昭 松山市堀江町甲１７９２番地１

愛 媛 県 報平成２７年６月１９日 第２６８２号
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�愛媛県告示第８２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

保内町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成２７年６月１９日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

就 任

退 任

�愛媛県告示第８２４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２７年６月１９日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第８２５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２７年６月１９日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２７中局建（開）第１０号

平成２７年６月８日
伊予郡松前町大字上高柳字松原２７８番１

伊予郡松前町大字上高柳２７８番地３

仙 波 隆 二

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２７中局建（開）第１１号

平成２７年６月１０日
伊予郡松前町大字西高柳字鳥居元１４５番４

伊予郡松前町大字西高柳１４９番地

有 光 正 和

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 河 野 伊都夫 八幡浜市保内町喜木１番耕地８１６番地
２

〃 井 上 幸 理 八幡浜市保内町喜木２番耕地７６番地１

〃 井 上 健 二 八幡浜市保内町喜木３番耕地２７９番地
４

〃 岡 晋 一 八幡浜市保内町須川５１２番地１

〃 松 本 拓 也 八幡浜市保内町須川１１１２番地

〃 平 家 清 茂 八幡浜市保内町宮内６番耕地４０９番地

〃 大 上 昭 八幡浜市保内町宮内５番耕地２２１番地
３

〃 河 野 幸 徳 八幡浜市保内町宮内１番耕地６０３番地

〃 菊 池 蔦 生 八幡浜市保内町宮内１番耕地４０２番地
７

〃 大 森 茂 八幡浜市保内町宮内４番耕地７２６番地

〃 屋 舗 憲 幸 八幡浜市保内町宮内２番耕地９９０番地

〃 菊 池 洋 一 八幡浜市保内町川之石２番耕地７８番地
２

〃 山 本 幸 司 八幡浜市保内町川之石４番耕地３８９番
地１

〃 稲 垣 憲 定 八幡浜市保内町川之石１１番耕地３３４番
地２

〃 坂 口 正 三 八幡浜市保内町磯崎１７９２番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 田 治 八幡浜市保内町喜木１番耕地１２３５

〃 真 田 寿 広 八幡浜市保内町喜木２番耕地５２７番地

〃 中 岡 勇 二 八幡浜市保内町喜木３番耕地１６７番地

〃 二 宮 賢 光 八幡浜市保内町須川３３２番地２

〃 水 関 志 保 八幡浜市保内町須川３６７番地１

〃 菊 池 洋 一 八幡浜市保内町川之石２番耕地７８番地
２

〃 山 本 幸 司 八幡浜市保内町川之石４番耕地３８９番
地１

〃 寺 谷 雅 仁 八幡浜市保内町川之石１番耕地１６５番
地１

〃 松 田 武 志 八幡浜市保内町宮内１番耕地５９９番地
１

〃 河 野 信 也 八幡浜市保内町宮内２番耕地９８９番地

〃 田 上 稔 八幡浜市保内町宮内１０番耕地６７４番地
２

〃 芳 野 豊 志 松山市堀江町甲２０３６番地

監 事 安 井 和 久 松山市堀江町甲８４３番地１９

〃 松 下 哲 士 松山市堀江町甲１８３３番地

〃 河 野 明 夫 松山市堀江町甲８７７番地

〃 山 脇 一 男 八幡浜市保内町磯崎１３２７番地

〃 二 宮 敏 行 八幡浜市保内町喜木津２番耕地９０２番
地

〃 柴 田 伸一郎 八幡浜市保内町広早４７４番地１

〃 橋 岡 公 正 八幡浜市保内町川之石１３番耕地１１０番
地

〃 宮 竹 萬次郎 八幡浜市保内町磯崎１３０１番地２

監 事 橋 岡 武 志 八幡浜市保内町川之石１１番耕地１１０番
地

〃 松 田 治 八幡浜市保内町喜木１番耕地１２３５

〃 田 上 稔 八幡浜市保内町宮内１０番耕地６７４番地
２

〃 岡 本 恵 八幡浜市保内町磯崎２１６１番地

愛 媛 県 報平成２７年６月１９日 第２６８２号
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公 告
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�愛媛県告示第８２７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

城川町魚成土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２７年６月１９日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

就 任

退 任

�公 告

職業訓練指導員試験の実施について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第３０条の規定に基づ

き、職業訓練指導員試験を次のとおり実施する。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験を実施する職種

� 学科試験（関連学科及び指導方法）を実施する職種

機械科、和裁科、木工科及び配管科

� 学科試験（指導方法）を実施する職種

職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）別

表第１１に掲げる全職種（�に掲げる職種を除く。）
２ 試験の実施期日

平成２７年９月２６日（土）

３ 試験の実施場所

松山市久米窪田町３３７番地１

�愛媛県告示第８２８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 志 波 豊 西予市城川町魚成４５９４番地

〃 土居原 登 西予市城川町魚成１５３７番地

〃 土居原 清 一 西予市城川町魚成１４３６番地

〃 河 野 義 孝 西予市城川町魚成８４０番地

〃 山 内 雅 彦 西予市城川町魚成１８９８番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 志 波 豊 西予市城川町魚成４５９４番地

〃 河 野 清 一 西予市城川町魚成３９５８番地

〃 矢 野 勝 幸 西予市城川町魚成１６８７番地

〃 松 根 保 西予市城川町魚成１７０５番地

〃 山 内 仁 西予市城川町魚成１４１３番地

〃 土居原 清 一 西予市城川町魚成１４３６番地

〃 矢 野 政 嗣 西予市城川町魚成４１３４番地

〃 若 宮 理 明 西予市城川町魚成４２６６番地

〃 兵 頭 和 満 西予市城川町魚成３６３１番地

〃 河 野 稔 西予市城川町魚成３９３２番地

〃 河 野 徳 夫 西予市城川町魚成５１６０番地

〃 青 木 千代子 西予市城川町魚成４９７８番地

〃 河 野 康 彦 西予市城川町魚成４９８３番地

〃 松 浦 輝 香 西予市城川町魚成４６３８番地

監 事 矢 野 昌 之 西予市城川町魚成１７００番地

〃 宮 脇 亨 西予市城川町魚成７９１番地

〃 村 上 克 也 西予市城川町魚成２９１２番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２６）第２５３４号 平成２７年
１月７日 �上野組 上野 栄治 喜多郡内子町小田２７８－

１
平成２７年
５月１８日

建築工事業
大工工事業 建設業の廃止

（般－２２）第３３００号 平成２２年
７月２日 明和電設 水野 敏昭 宇和島市川内甲６９８－６ 平成２７年

５月２６日 電気工事業 建設業の廃止

〃 菊 池 和 博 八幡浜市保内町宮内６番耕地２１６番地

〃 大 上 昭 八幡浜市保内町宮内５番耕地２２１番地
３

〃 白 石 剛 志 八幡浜市保内町宮内１番耕地５９９番地
１

〃 土居下 勝 利 八幡浜市保内町磯崎１４８７番地２

〃 増 田 澄 夫 八幡浜市保内町磯崎１７８７番地

〃 二 宮 敏 行 八幡浜市保内町喜木津２番耕地９０２番
地

〃 柴 田 紳一郎 八幡浜市保内町広早４７４番地１

〃 橋 岡 公 正 八幡浜市保内町川之石１３番耕地１１０番
地

〃 宮 竹 萬次郎 八幡浜市保内町磯崎１３０１番地２

監 事 河 野 幸 典 八幡浜市保内町須川４２６番地

〃 久 保 勇 八幡浜市保内町川之石１２番耕地１２２番
地

〃 兵 頭 一 男 八幡浜市保内町宮内９番耕地２８４番地

〃 得 能 亀 雄 八幡浜市保内町磯崎１２５６番地

〃 白 石 雄 一 西予市城川町魚成１７２６番地

〃 川 原 淳 西予市城川町魚成１７０４番地

〃 河 野 稔 西予市城川町魚成３９３２番地

〃 織 田 福 夫 西予市城川町魚成３３２２番地

〃 芝 和 也 西予市城川町魚成４２６２番地

〃 青 木 幸 雄 西予市城川町魚成４１３２番地

〃 河 野 康 彦 西予市城川町魚成４９８３番地

監 事 河 野 正 志 西予市城川町魚成３９２７番地

〃 河 野 正 弘 西予市城川町魚成５０７３番地

〃 赤 松 隼 人 西予市城川町魚成３１９６番地

愛 媛 県 報平成２７年６月１９日 第２６８２号
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テクノプラザ愛媛

４ 受験申請書の提出期間

平成２７年７月１５日（水）から２４日（金）までとする。

ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

５ 受験申請書の提出先

松山市一番町４丁目４番地２

愛媛県経済労働部産業雇用局労政雇用課

６ 合格発表

平成２７年１０月中旬に愛媛県庁前掲示板に掲示するほか、合格し

た者に通知する。

７ その他

� 受験手続の詳細を記載した受験案内及び受験申請書は、労政

雇用課において交付する。

なお、郵送を希望する者は、宛先を明記し、１２０円分の郵便

切手を貼った返信用封筒を同封の上、労政雇用課へ申し込むこ

と。

� この試験についての問合せは、労政雇用課職業訓練グループ

（電話（０８９）９１２－２５０４）にすること。

�������
�公 告

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画について

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号）

第４条第７項の規定に基づき、海洋生物資源の保存及び管理に関す

る愛媛県計画（平成２６年１２月２６日付け公告）を次のとおり変更した。

平成２７年６月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

県は、海洋生物資源の保存及び管理の一層の推進を図るため、

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号。

以下「法」という。）第３条第１項に規定する基本計画において

定められた第１種特定海洋生物資源ごとの本県における漁獲可能

量（以下「知事管理量」という。）及び第２種特定海洋生物資源

の本県の漁業者に係る漁獲努力可能量（以下「知事管理努力量」

という。）の管理に関し、次のとおり必要な措置を講じることと

する。

� 必要に応じて漁業者等の指導、採捕の数量又は漁獲努力量の

公表その他の知事管理量及び知事管理努力量の管理の実効性を

担保するための措置を講じるため、本県における第１種特定海

洋生物資源の採捕実績（他県からの入漁者の採捕実績を含む。）

及び本県の漁業者に係る第２種特定海洋生物資源の操業実績の

的確な把握に努める。

� 海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を取り巻

く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を蓄積す

るため、愛媛県農林水産研究所水産研究センターを中心とし、

国又は関係都道府県との連携の下、資源調査体制の充実強化を

図る。

また、引き続き従来からの資源管理型漁業を推進するほか、

法第１３条第２項に規定する協定に係る制度（以下「協定制度」

という。）の活用等により、漁業者等による自主的な資源管理

を推進することとする。

なお、本県における海洋生物資源の保存及び管理の推進に当

たっては、他県からの入漁者の採捕実績に対し妥当な配慮を払

うものとする。

２ 知事管理量に関する事項

平成２６年及び平成２７年の知事管理量は、次表のとおりである。

第１種特定
海洋生物資
源

知 事 管 理 量

平成２６年 平成２７年

平成２６年１月
から１２月まで

平成２６年７月
から平成２７年
６月まで

平成２７年１月
から１２月まで

平成２７年７月
から平成２８年
６月まで

まあじ ５，０００トン ６，０００トン

まいわし 若 干 若 干

まさば及び
ごまさば

若 干 若 干

３ 知事管理量の採捕の種類別の数量に関する事項

平成２６年及び平成２７年の知事管理量の採捕の種類別に定める数

量は、次表のとおりとする。

また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認めら

れる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

第１種特定海洋

生物資源
採捕の種類

数 量

平成２６年１月
から１２月まで

平成２７年１月
から１２月まで

まあじ
中型まき網漁業
及び小型まき網
漁業

３，５００トン ４，２００トン

４ 知事管理量（まあじにあっては、採捕の種類別の数量）に関し

実施すべき施策に関する事項

� 中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、許可隻数を

現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、経済的・合

理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推進するため、

協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、採捕数量の報告を

義務付けることとする。

� まあじの採捕を目的とする一本釣り漁業及び遊漁については、

その実態の把握に努め、数量管理の在り方について検討するこ

ととする。

� まいわし並びにまさば及びごまさばについては、現状以上に

漁獲努力量を増加させることがないように努めるとともに、漁

獲数量が前年の漁獲実績程度となるように努めることとする。

５ 知事管理努力量に関する事項

平成２６年及び平成２７年の知事管理努力量は、次表のとおりであ

る。

第２
種特
定海
洋生
物資
源

採捕
の種
類

知 事 管 理 努 力 量

瀬戸内海 瀬戸内海 宇和海 宇和海

平成２６
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２６
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２７
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２７
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２６
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

平成２７
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

さわ
ら

さわ
ら流
し網
漁業

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

７，４９０隻
日

７，４９０隻
日

６ 知事管理努力量の採捕の種類別及び海域別の数量に関する事項
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選挙管理委員会告示

平成２６年及び平成２７年の知事管理努力量の採捕の種類別及び海

域別に定める数量は、次表のとおりとする。

第２種
特定海
洋生物
資源

採捕の
種類 海 域 期 間 漁獲努力量

さわら

流し網漁
業 の う
ち、さわ
ら流し網
漁業及び
さごし、
めじか流
し網漁業

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る燧灘及び安
芸灘

平成２６年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

平成２７年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る伊予灘

平成２６年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

平成２７年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る宇和海

平成２６年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

平成２７年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

７ 知事管理努力量に関し実施すべき施策に関する事項

� 瀬戸内海のさわらの資源の回復を図るため愛媛県資源管理指

針に基づく資源管理措置の着実な実施を推進するとともに、漁

業法（昭和２４年法律第２６７号）第６８条第１項の規定に基づく瀬

戸内海広域漁業調整委員会の指示による操業制限等が遵守され

るように努めることとする。

� さわら流し網漁業及びさごし、めじか流し網漁業については、

許可隻数を現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、

経済的・合理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推

進するため、協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、操業海域ごとにそ

れぞれ４月１日から６月３０日までの間、９月１日から１１月３０日

までの間及び１０月１日から１２月３１日までの間における操業実績

の報告を義務付けることとする。

８ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

� 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するためには、

より詳細かつ正確な資源状況の把握が必要であることから、漁

獲情報を的確に把握するとともに、資源に関する調査研究の充

実強化を更に進めることとする。

� 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚や産卵

親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。

�愛媛県選挙管理委員会告示第５３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２７年６月１９日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１７１，１５５

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，４２４

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４６，３９５

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，３７２ １４，４５８

南 宇 和 郡 ２０，１０４ ６，７０２

松山市・上浮穴郡 ４２９，２９３ １３８，２１６

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４２，７２９ ４７，５７７

宇和島市・北宇和郡 ８１，１８３ ２７，０６１

八幡浜市・西宇和郡 ４０，１４５ １３，３８２

新 居 浜 市 １００，３２５ ３３，４４２

西 条 市 ９１，９４７ ３０，６４９

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５３，０７１ １７，６９１

伊 予 市 ３１，６７９ １０，５６０

四 国 中 央 市 ７４，７１６ ２４，９０６

西 予 市 ３４，６９３ １１，５６５

東 温 市 ２７，８９８ ９，３００

平成２７年６月１９日 発行
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